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1｡はじめに
　国民経済の中で流通経済が重視される
一因は、生産一流通一消費間の社会的分
業の多様化・高度化に伴う流通部門の付
加価値額増加によっている。食料・農業
関連産業の生産額（2006年48.5兆円）
では、1995年の56. 1兆円と比べ減少し
ているが、産業別シェアでは製造業、関
連流通業が上昇し、関連流通業が約40%
を占める最大部門になっている。食料品
においても、流通業（買手としてのチェ
ーンストア小売業の力）、外食産業の経済
的地位が上がり、その役割が重視される
一方で、生産一消費間の隔絶が大きくな
り、社会的責任も増している。
　近年、食料品への社会的関心は、他の
消費財と比べても確実に強くなっている
ように思われる。食品の他の消費財流通
と異なる重要性や役割は、どこにあるの
だろうか。それは生命維持に係わる必需
性ゆえであろうか、消費者の安心、安全
の欲求の高まりであろうか。
　その問い掛けを基本に持ち、食品流通
経済学研究室では、フードシステムを中
心概念におき、フードシステムを構成す
る各主体（生産者、製造業、流通業、外
食産業）の中で需給調整機能を担う流通
業の構造変化の経済学的解析を通して、
健康な食生活への貢献を目指す。
　そのフードシステムの概念と研究の目
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的意識は次の指摘が代表的である。
　　「食と農との距離は大きく乖離し、そ
の間に食品製造業、食品の卸売業、食品
小売業、外食産業、中食産業など多くの
食品企業が数多く介在し、食生活を支え
ている。その距離の拡大とともに、消費
者は誰がどこでどのように生産し、加工
し、流通させ、調理してくれたものかわ
からないものを日々食せざる得ない。
　食品経済の立場から、農業、水産業だ
けでなく、食品製造業や食品流通、外食
産業、さらに食料消費に至る全過程を通
し我々が何気なく食べている食料、食品
の本質に迫る必要かおる。」（高橋正朗編
著「食料経済序文」）
　ここでは、フードシステム研究の一例
として取り組んだ大豆フードシステムの
考察の概要を示すことにした。
２。大豆のフードシステム研究
　（１）目的
　近年、国産農水産物の自給率向上、米
作からの転作の一貫として、大豆の生産
量拡大の方向性が示されている。
　自給率向上の観点、また大豆のフード
システムを構成する生産者、加工業者、
流通業者の各産業主体・消費者の嗜好を
見た場合、本来的には国産大豆の利用、
消費が望ましいとされる。　しかし、自由
貿易品目である大豆は、市場取引条件の
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元では、生産体制、内外価格差等の緒条
件からその意向と乖離している。大豆の
自給率が向上されるには、現在の制約条
件（制度的等）を改善し、実需者（製造
業、流通業）が国産大豆をより多く使用
し、その加工製品が消費者により多く需
要され市場に流通しなければならない。
　大豆のフードシステムが持つ上記の課
題解決の対応として、本研究では、①実
需者の国産大豆の評価を定量的（アンケ
ート調査）に把握し、加工原料としての
優位性を検討し、次に②製造業、卸売業
における大豆加工製品の製品差別化戦略
の分析によって、定性的に需要開発の可
能性について検討したものである。
　（２）大豆フードシステムの概要
　大豆の国内総需要は425.7万トン、こ
のうち308万トンが製油用､食品用が105
万トン、飼料用が12.5万トン。食品用
105万トンの仕向先は、豆腐が約50万ト
ン、みそ・醤油が17万トン、納豆が13.6
輸入大豆
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大豆のフードシステム
　　　　　国産大豆
万トン、煮豆・惣菜が0.3万トン、きな
粉･煎り豆･素材製品など他が21.5万ト
ンである（2005年農林水産省推計）。食
乱用は伝統的加工食品需要が主体である
が、近年では食生活の変化によって、内
食、外食用の水煮大豆など素材製品、機
能性食品等の需要が伸びている。
　また、加工原料大豆の国産輸入別使用
比率は、製油用が輸入大豆100％、食品
用が輸入大豆79%､国産大豆が21%であ
り、全体で国産大豆比率は約5%になっ
ている。加工食品別では、水煮等素材製
品、煮豆・惣菜、煎り豆で主に国産大豆
が使用され、豆腐、納豆、みそ・醤油は
輸入大豆が主である。
　原料大豆における輸入大豆と国産大豆
の需要の差は、1980年代後半以降では内
外価格差が主要因と指摘され、価格差は
大豆の国際価格の高騰期で比較しても歴
然としている。
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（３）大豆加工メーカー・食品卸売業の
　　　原料大豆の評価一国産大豆と輸入
　　　大豆の優位性比較
　大豆加工品製造業における国産大豆の
輸入大豆に対する優位既は、第］｡に消費
者志向、第２に産地品種銘柄。
　大豆加工品製造業における輸入大豆の
国産大豆に対する優位性は、第１に価格
差。第２に国産大豆の供給不安定性。こ
の点では、国産大豆利用が主体の企業、
輸入大豆利用が主体の企業、加工業種別
および食品卸売業でも評価に差がなかっ
た。
　国産大豆の輸入大豆に対する優位性の
内容を見ると、第１の消費者志向、第２
の産地品種銘柄のほかに品質、安全［生、
味覚面が指摘された。品質、安全性、味
覚面での優位性は、国産大豆利用を主体
とした中小メーカー、煮豆・惣菜、水煮
等素材製品の加工業種で強く指摘された。
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　また、輸入大豆の利用を主体にした企
業に国産大豆にシフトする場合の価格条
件を聞いたところ、国産大豆の輸入大豆
に対する優位性は同様の評価をしている
ものの、輸入大豆と同価格を条件とした
企業が23社、価格差を認めるとした企業
は16社と過半で国産大豆に価格差を容
認する商品価値を見出していなかった。
　しかし、食品卸売業(豆類等雑穀専門)
では、商社の比率が低いこともあるが、
国産大豆の価格差を容認する度合いが高
く、契約栽培を通して、国内有力産地と
の連携を強めるケースが多く見られた。
大豆加工品製造業・卸売業の国産大豆が輸入大豆で変えられない要素
ある ない 製品の需要
　で相違
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　　　　回答を得られた加工品製造業69社、食品卸売業27社による。
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回答を得られた加工品製造業62社、食品卸売業19社による。
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大豆加工メーカーがあげた国産大豆の輸入大豆に対する優位性 単位：企業数
消費者志向
産地品種・
銘柄
品質が
優れて
いる
安全性
味覚が優
れている
加工適性が
優れている
その他 計
1 .大豆加工品製造業計 43 33 18 15 14 ８ 16 64
国産大豆使用比率　70～100%
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資料：「平成21年〔2009年〕大豆の品質情報に閔する調査報告言」から作成
　　　回答を得られた加工品製造業64社、食品卸売業23社による。
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　(４)製造業、卸売業における国産大豆
　加工製品の製品差別化事例による検討
　　項目｢生産量2009年実績、(ａ)製品、
　　　　　㈲価格及び(ｃ)流通チャネル、
　　　　　(d)国産大豆の評価｣
1)大手企業の国産大豆製品の製品差別
化
Ａ味噌製造業(味噌、豆乳、大豆水煮)
　国産大豆1,000 t、輸入大豆16,OOOt
・㈲国産原料100％使用無添加味噌、国
　　　産大豆･米使用こだわり味噌(4商
　　　品)
　㈲国産原料味噌の高価格帯商品
　(ｃ)一般小売業用特定店
・(ａ)特定保健用食品(国産大豆調整豆
　　　乳、産学連携による青臭さと渋み成
　　　分のない品種きぬさやかによる開
15 2O 25
　　発商品)
　㈲200ml製品105円
　(ｃ)西日本地域特定小売店の限定販売
・家庭用・業務用国産水煮大豆
　㈲家庭用150g製品126円
　(d)味噌用、豆乳用(きぬさやか)、大
　　豆水煮用などの加工適性別に各産
　　地品種を利用。生産供給量の年次
　　変動に対する保管・保蔵対策の必
　　要性。
Ｂ醤油製造業(醤油・味噌・水煮)
　国産大豆1,500 t輸入大豆6,500 t
・(ａ)醤油((刻産丸大豆100％使用無添
　　加)、つゆ各１商品、味噌無添加３
　　商品、即席味噌２商品
　㈲スタンダードな製品と上記のカテ
　　コリー製品との販売価格差を設定。
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　　低価格商品との製品差別化。
・水煮・蒸煮製品（宮城産大豆100％使
　用１商品）
（Ｃ）家庭用（スーパー量販店・小売店）
（d）価格変動が大きく原価計算上、販売価
　格設定が難しいが消費者志向に対応。
　国産大豆のうち宮城産大豆は、加工
　音吐、供給安定性があり産地表記し
　やすい。
　　大手味噌、醤油、豆腐、豆乳、納
　豆メーカーでは、原材料による製品
　差別化のカテゴリー（国産大豆、有
　機大豆、他の大豆）の１つとして国
　産大豆製品を展開するケース（製品
　差別化余地が多くないため原料によ
　る製品多様化）、他社への追随、企業
　ブランドイメージの向上、創業時の
　生産の原点を保持する目的のケース。
　　煮豆総菜類、素材製品メーカーで
　は、輸入原料製品、海外開発製品の
　競争力が国内でなく、国産大豆によ
　る展開。外観、品質適性の高さから
　北海道産、東北産主体。水煮・蒸煮・
　　ドライの素材製品では、学校給食、
　外食需要、家庭用などで商品開発の
　余地が大きい。
２）地域中小企業による国産大豆製品の
　製品差別化戦略
Ａ豆腐製造業
　国産大豆876 t、創業以来国産大豆に
特化、産地育成・開発、自社用有機無農
薬大豆生産、機械化を中止し手づくりに
研究室紹介
転換。(:Ｌ場近代化を並行して展開)
㈲豆腐15商品、揚げ物３商品
㈲豆腐一丁200円程度の高価格帯商品
(ｃ)千葉県内から東京周辺のスーパー量
　　販店、生協へ販路拡大後、スーパー量
　　販店の低価格化戦略が進み､県内特定
　　スーパー、百貨店、高級スーパー、生
　　協などに販売チャネルの重点変更。
(d)地産地消運動の全国推進役､佐賀県産
　　大豆など産地との連携強化。
Ｂ納豆製造業
　国産大豆155 t(茨城産納豆小粒)
県産大豆(納豆小粒)による製品造りを
製品政策。昭和初期に農林登録された大
豆品種｢農林第一号｣を使用し、茨城県
工業技術センターとの共同開発商品は県
農商工連携のモデル。
(ａ)水戸納豆の原点に戻り商品化したわ
　　ら製品、そぼろ納豆、ドライ製品、経
　　木納豆、カレー納豆、他カップ製品等
　　の商品開発。
㈲高価格帯商品による首都圏中心とし
　　た販促強化。
(ｃ)国産大豆製品に転換し、県内･周辺地
　　域の生協、スーパー量販店特定店、都
　　内百貨店、生協ネット、地産地消と
　　して道の駅､学校給食にチャネル転換。
(d)輸入大豆と比べて検査、選別の精度
　　で劣り、製造効率の低下をまねく。農
　　業生産面では、作付け面積の拡大に力
　　点がおかれている。
Ｃ乾燥豆・豆菓子製造業
　国産大豆1,500 t 、季節商品からライ
255
生命科学　A邨Seie。cea.
フスタイル変化(女性向け)に対応した豆
菓子類の商品開発等需要の通年化、パッ
ケージの刷新。生産ライン近代化。
(ａ)煎り大豆製品６種類､小袋製品(揚げ
　大豆､豆乳きなこ)、節分商品は福豆、
　五色豆など20種類ほどの商品開発。
㈲価格競争を回避し､高価格帯商品の需
　要が伸びる。 1990年代前半、豆菓子
　業界は原料産地中国への製造拠点化
　が進み、安価な輸入製品と競合。消費
　志向が中国産原料から国産原料
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社の独白製法などを組み合わせた製品政
策がとられている。煮豆総菜類、素材製
品では国産大豆が主原料であり、製品差
別化が難しいため、大手企業製品との価
格競争力が乏しくなりやすい。煮豆総菜
類は、伝統的メーカーによる高価格帯製
品と大手企業製品が併存のケースも多い。
水煮、蒸煮、ドライ等素材製品では、大
手企業製品と製品価格差かおり、より差
別化が必要となる。
100％での生産にシフトし製品価格低　　３）Ａ食品卸売業
　下を回避。
(Ｃ)全国のスーパー量販店、百貨店などに
　販路拡大、自社小売店の展開。 OEM生
　産受託企業の海外市場(非Eアジア)へ
　の輸出展開。新商品開発によるOEM
　受注の販促(業務用)、大豆を主原料
　とした健康食品の開発と販促。
(d)しっかりした大豆の皮、煎った外観の
　　きれいさを要求。作柄年変動が大きく
　　産地限定のむずかしさ。播種前契約リ
　　スク。
　豆腐、豆乳、納豆の地域中小製造業で
は、大手メーカー・スーパー量販店によ
る低価格帯商品と措抗し(原料による使
い分け)国産大豆製品による製品差別化
戦略として、高価格帯商品の開発を展開。
しかし、流通チャネルが大消費地の高級
スーパー・こだわりのあるスーパー、生
協、学校給食、農商工連携による地産地
消、通信販売等に限定される。国産大豆
使用だけでは製品差別化がしにくく、各
　大豆販売量約凧000トン(うち国産大
豆は20%、輸入大豆は80％)
　契約栽培による買い付け販売(海外原
料は直接買い付け、産地の開発)、輸送(分
別流通保管管理)が主業務。大手商社の
二次卸から一次卸・商社機能に転換。
(a)大豆、大豆タンパク、落花生、雑豆等
　　豆類、糖類､油脂等の食品､配合飼料、
　　牧草、肥料。大豆では、豆腐、豆乳、
　　納豆、味噌、醤油メーカー向け輸入大
　　豆、国産大豆の各種類・規格の商品。
(d)大豆流通でもメーカー主導から小売
　　業主導に変化レ国産大豆では小売
　　業・メーカー対産地生産者・卸売業の
　　関係に変化。エンドユーザーから契約
　　栽培によるより安価な原料調達の要
　　請が強まるなど、生産者と加工業間需
　　給関係にギャップが生じている。その
　　解消のために食品メーカーと生産者
　　の直接契約栽培が模索される。海外原
　　料による安価で安定した供給がある
限り、国産大豆に需要がシフトする条
件は整わない。国産大豆の供給量の不
安定さ、産地・品種ごとの品質、粒度
のばらつきかおり､加工適性が一定し
ない点が国産大豆の課題と指摘され
る。
（５）考察結果
　加工メーカー・食品卸売業各企業では
利用状態に関係なく、輸入大豆の優位性
は国産大豆に対する価格差（（玉1産大豆の
供給不安定性）、国産大豆の優位性は消費
者志向（次に産地品種銘柄）が第Ｔに評
価されている。
　大豆フードシステムの中で、輸入大豆
では、川下における大豆加工品のスーパ
ー量販店需要を中核として、加工メーカ
ー・卸売業（商社）、生産者（NonGMO大
豆等契約栽培）に至るチェーンが確立し
ている。加工適性にあった開発品種が委
託契約を通して安定供給（量的、価格）
され、品種の均一性の保障、分別保管管
理、残留農薬検査の証明書の整備されて
おり、川下の流通業まで貫徹している。
　課題は、近年の国際需給価格の上昇傾
向に対し､原料の安定確保への資源戦略。
対日向けNonGMO大豆、有機認証大豆のプ
レミアム大豆の安定供給の継続陛にある。
　国産大豆では、輸入大豆との価格、供
給力の比較劣位から自給率で5% （食用
20％）の範囲で、商品特性（以下Ａ、Ｂ）
によって市場細分化されたフードシステ
ムが形成されている。
研究室紹介
A｡大豆素材製品、煮豆･惣菜､乾燥大豆、
豆菓子など品質基準として外観を重視し
国産大豆を製品政策の中核とする分野
B.豆腐、豆乳、納豆、味噌、醤油など品
質基準として成分、加工音|生などを重視
し輸入大豆を主体に国産大豆を製品差別
化の１カテゴリーにする分野
　大豆加工メーカー・食品卸売業の国産
大豆製品における事例研究では、大手企
業では、原材料による製品差別化の１カ
テゴリーとして展開し、消費者志向に対
応した企業ブランドイメージの向上とし
て利用されている場合が多かった。この
中で、国内産地と連携し機告|_Cを改良し
た大豆品種による豆乳製品（産学連携）
等、新商品開発の展開が期待される。他
方、地域中小企業では、国産大豆の品質
優位を認め製品差別化の中核とする場合
が多かっか。大手スーパー量販店、大手
メーカーによる輸入大豆のフードチェー
ンと措抗して、国産大豆のフードチェー
ンは地域中小企業による高価格帯製品に
よる限定的なチャネルで成立している。
国産大豆のフードチェーンでは、卸売業
の生産者（契約栽培）との連携強化が進
んでいる。　しかし、需給調整機能が生産
側に重点が置かれ、川下側に機能しにく
い構造になっている。国産大豆の需要開
発の可能性を考える時、中小メーカーの
製品差別化、流通チャネル開拓ではマー
ケティング面が弱く、孤立的な流通になり
やすい。食品卸売業による消費者ニーズ
とメーカーのシースの川下側への需給接
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合機能（商品開発、販売チャネルの拡大
等）の連携強化が鍵を握ると考えられる。
　【学会発表】「国産大豆の需給と需要開発
　の可能性」平成22年度日本フードシス
　テム学会報告（2010年６月13日千葉
　大園芸学部）今城正昭・野島直人
　【調査研究】日本特産農産物協会「平成
　18～21年大豆の品質情報に関する調
　査報告書」調査研究執筆を担当
